
（単位：千円）

予算額
Ａ

前　年　度
第２次補正予算額

Ｂ

増　減
Ａ－Ｂ

備　　　　　　　考

Ⅰ事業活動収支の部

　１事業活動収入

基本財産利息収入 150 150 0

特定資産利息収入 89 89 0

（産業支援事業収入）

産業支援事業収入 140,464 152,402 △ 11,938 前年度受託した「地域力連携拠点受託事業」を今年度

一般中小企業振興資金事業収入 8,060 7,297 763 も申請中である。

管理運営受託事業収入 130,695 131,516 △ 821

市派遣職員人件費収入 25,600 25,593 7

（情報産業振興事業収入）

研究開発事業収入 49,157 55,942 △ 6,785 技術開発室入居企業の退去による減

デジタル創造プラザ事業収入 53,456 64,279 △ 10,823 コンテンツマーケットシステムの開発終了による減

普及推進事業収入 82,199 107,918 △ 25,719 高度情報通信人材育成･活用事業の見直しによる減

管理運営受託事業収入 79,854 82,015 △ 2,161

管理運営補助事業収入 99,388 113,598 △ 14,210 デジタル工房機器リース料補助見直しによる減

市派遣職員人件費収入 37,400 37,417 △ 17

（管理費）

管理費収入 41,100 43,657 △ 2,557

市派遣職員人件費収入 21,200 20,843 357

（雑収入）

雑収入 4,550 4,822 △ 272 　（自動販売機売上手数料　他）

773,362 847,538 △ 74,176

　２事業活動支出

（産業支援事業費支出）

産業支援事業費支出 141,249 152,707 △ 11,458 前年度受託した「地域力連携拠点受託事業」を今年度

一般中小企業振興資金事業費支出 8,060 7,297 763 も申請中である。

管理運営受託事業費支出 108,480 104,933 3,547

市派遣職員人件費支出 25,600 25,593 7

（情報産業振興事業費支出）

研究開発事業費支出 36,473 37,393 △ 920

デジタル創造プラザ事業費支出 53,456 68,809 △ 15,353 コンテンツマーケットシステムの開発終了による減

普及推進事業費支出 103,199 131,845 △ 28,646 高度情報通信人材育成･活用事業の見直しによる減

管理運営受託事業費支出 79,854 81,965 △ 2,111

管理運営補助事業費支出 111,025 114,509 △ 3,484

市派遣職員人件費支出 37,400 37,417 △ 17

（管理費支出）

管理費支出 50,004 55,509 △ 5,505

市派遣職員人件費支出 21,200 20,843 357

776,000 838,820 △ 62,820

法人税、住民税及び事業税 70 70 0

Ⅱ投資活動収支の部

　１投資活動収入

受入保証金収入 342 476 △ 134

受入保証金引当資産取崩収入 1,531 2,068 △ 537

自主事業準備金引当資産取崩収入 0 10,000 △ 10,000

　２投資活動支出

受入保証金返却支出 1,531 2,068 △ 537

受入保証金引当資産取得支出 342 476 △ 134

退職給付引当資産取得支出 301 1,353 △ 1,052

自主事業準備金引当資産取得支出 0 10,000 △ 10,000

Ⅲ財務活動収支の部

　　財務活動支出

Ⅳ予備費支出 4,000 4,000 0

△ 7,009 3,295 △ 10,304

62,070 58,775 3,295

55,061 62,070 △ 7,009

※　補助金収入、施設整備引当資産取崩収入は各事業収入に、固定資産取得支出、リース債務支払支出は各事業支出に含めて表している。
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